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研究成果の概要（和文）：対人サービス型の組織におけるモラル・マネジメントのモデルを構築し、構成員のモ
ラル意識や行動について理解を促すための成果を公表できた。本研究では、行動倫理研究における理性的アプロ
ーチと直感的アプローチを融合した新しいモデルにより、対人サービス職に固有のモラル意識や行動を体系的に
明らかにすることができた。具体的には、仕事と私生活の良好な関係が倫理的な効力感や配慮意識にポジティブ
な影響を及ぼしていること、対人サービス職では顧客との関係性が不適切行為に影響を与えていることなどを学
術的に明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：We have published papers that examining ethical decision-making behaviors in
 the service industry. Based on behavioral ethics research, we established a dual process model for 
examining ethical decision-making behaviors of service workers. Our results indicate that work-life 
enrichment has direct and indirect influence on employees’ moral attentiveness and moral 
self-efficacy. Additionally, we show that customer-directed deviant behavior positively influences 
employees’ incivility, and this relationship is moderated by customer knowledge.

研究分野： 人的資源管理
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的な意義は、対人サービス型の組織におけるモラル・マネジメントのモデルを構想したことにあ
る。このモデルを検証することにより、倫理的行動をとる人材の明確化や、倫理的行動に寄与する具体的な認知
的能力、技能・知識を学術的に特定することが期待できる。さらに、不適切行為を未然に防ぐ職場の構築や人材
育成のための実務上の示唆にもつなげることができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 ここ数年、製造業を中心とする企業の不正行為や違法行為が明るみになり、日本的経営に
対する信頼が大きく揺らいでいる。さらに、介護・福祉業界をはじめとするサービス業にお
いても、職員による利用者への身体的・精神的な虐待などの不適切行為が増加傾向にあるこ
とが報告されている。このような背景から、倫理的な組織・職場の構築は喫緊の経営課題で
あることが実務家および研究者の双方で共有されつつある。 
組織の構成員による倫理的な職務遂行のための条件や、倫理的もしくは非倫理的な行動

がいかなる組織的アウトカムをもたらすのかという点については、経営学では心理学や意
思決定論を理論的なベースとする組織行動論において精力的に研究が行われてきた。この
研究分野では、倫理的行動への従事に影響を及ぼす個人のパーソナリティや心理的な諸特
性、組織的なコンテキストが特定されてきた。具体的には、感情知能、組織コミットメント、
職務満足、リーダーシップ、組織文化などが成員の倫理的行動に影響を与えることが明らか
にされてきた（e.g., Brown & Trevino, 2006）。さらに、倫理的かつ社会的な取り組みを行
っている企業は、顧客からの信頼やロイヤリティさらに企業の財務業績の水準が高いこと
も実証研究によって示されてきた（e.g., Van Beurden & Gossling, 2008）。 
 ところが、これらの実証研究では、初期の倫理的行動モデルである Rest (1986)やそれを
発展させた Moore & Gino (2015)が主張しているような倫理的な意思決定と行動に必要と
なる認知能力や技能・知識、それらの獲得を促す組織的な環境要因については明示的に分析
されてこなかった。Rest (1986)のモデルが倫理的な人材の育成プログラムを企図していた
ことからも分かるように、人材の育成・開発を通じて倫理的な組織・職場を構築するうえで
は、これらの点を実証的に明らかにすることが不可欠となる。 
 高い倫理性を有する人材やその育成・開発は、とりわけヒューマン・サービスを提供する
組織において重要となる。ヒューマン・サービス組織では、顧客との直接的な接触を持つ機
会が多いため、構成員の非倫理的な職務行動が経営上の大きなリスクとなるためである。し
かし、この研究分野でも、経営の成果を顧客満足として捉えて、それに寄与する諸変数の特
定に関する研究は多く蓄積されているものの、倫理的行動を促進するための要因や人材の
育成・開発のあり方を論じた研究は十分に行われていないのが現状である。 
本研究は、経営学の枠組みにおいてこれまで看過されてきたこの論点を正面から取り上

げ、学術的見地から緻密かつ詳細に検討を加えることで、経営学研究の体系化に貢献しよう
とするものである。 
 
２．研究の目的 
 本研究は以上の着想をもとに、介護・福祉の業界やホテル業におけるヒューマン・サービ
ス組織を対象にして構成員の倫理的行動を促進するためのマネジメント・モデルを明らか
にすることを目的としている。この目的を実現するために、以下のような 3 つの具体的な
研究課題を設定する。 
① ヒューマン・サービス組織を研究対象とし、構成員の倫理的または非倫理的行動の実態
を解明すること 
② 倫理的行動に寄与する認知能力、技能・知識を実証的に特定すること 
③ 倫理的行動に寄与する認知能力、技能・知識の獲得を促進あるいは阻害する組織的な環
境要因を実証的に特定すること 
 
３．研究の方法 
 本研究は、テーマに関わる先行諸研究の系譜や各種資料を精査する「理論研究」と、各種
データ分析における実態の解明と具体的な仮説を検証するための「実証研究」の双方を併行
させながら進められた。 
理論研究では、はじめに組織行動論の分野における倫理的意思決定モデル（MacDougall 

et al., 2015）、倫理的なリーダーシップや倫理的な職場風土（Brown & Trevino、 2006）
などの実証的な研究のレビューと検討を行った。くわえて本研究では、道徳心理学や行動経
済学の分野で発達をみせている 2 重過程モデルについての検討を重点的に行った。このモ
デルは、人の行動を理性的な過程として捉えるアプローチと、人の行動がより直観的で感情
に左右されることを強調するアプローチとを統合したものである。このモデルによって、組
織における構成員のモラル意識や行動を体系的に検討することが可能になることが明らか
となった。 
上記の理論研究と並行して、本研究では定性的データの収集を行った。高齢者施設の施設

長と職員を対象とした聞き取り調査、ホテル・宿泊業に勤務する従業員を対象とした聞き取
り調査、サービス・メンテナンスをビジネスモデルの中核としているメーカーの役員と従業
員への聞き取り調査によってデータを収集した。具体的には、職場でモラルを重視した取り
組みはどの程度重視されているか、不適切行為を防ぐための規則や研修とはどのようなも



のか、どのような能力や知識が必要となるのかなどについて、インタビューやディスカッシ
ョンを行った。調査の結果、対人サービスを提供する組織においては、顧客や利用者との関
係性が不適切行為に影響を与えること、サービス業務に対する熟練や顧客対応知識がモラ
ルを向上させるうえで重要であることが明らかとなった。 
以上の理論研究および定性的データの分析を踏まえて、本研究の目的に合致した調査票

を作成した。調査票における各種モラル意識や行動、職場要因等の尺度の多くは、既存研究
で信頼性が確認されているものを利用した。翻訳尺度については、バックトランスレーショ
ンの標準手続きに沿って文言の客観性を検証した（Brislin, 1980）。 
これらの手順を踏まえて作成した調査票を用いて、民間企業の雇用者を対象としたオン

ライン調査、高齢者施設の雇用者を対象としたオンライン調査の 2 つを実施した。民間企
業を対象とした調査は、3 週間の間隔を開けた 2 時点調査を実施し、両方を回答した 513 の
マッチング・データを得ることができた。高齢者施設を対象とした調査も同じく 3 週間の
間隔を開けた 2 時点調査を実施し、660 のマッチング・データを得ることができた。 
調査票によって得たデータは、適切な統計解析手法を用いて検証した。 

 
４．研究成果 
 理論的検討および実証分析の結果、対人サービスを提供する組織のモラル・マネジメント
では、仕事と私生活の良好な関係の維持、仕事で経験する感情的な消耗の緩和、顧客・利用
者との良好な関係構築、サービス業務に対する熟練や顧客対応知識の獲得の 4 つが重要な
取り組みであることが示唆された。より具体的には、以下の 4 点に集約可能な点が解明さ
れた。 
①職場のモラル意識や行動の背後には、人々の理性とともに感情のメカニズムが働いてい
る。 
②仕事と私生活との良好な関係は、構成員の倫理的な効力感や配慮意識に統計的にポジテ
ィブな影響があり、この関係は感情的な消耗度合いが低いほど強くなる傾向にある。 
③顧客・利用者とのネガティブな関係は、構成員の不適切行為に統計的にポジティブな影響
があり、この関係はサービス業務に対する熟練や顧客対応知識の獲得度合いが高いほど弱
くなる傾向にある。 
④モラル・マネジメントにおいては、コンプライアンス研修や規則の制定、倫理的風土の確
立ほか、人的資源管理施策としての教育訓練が特に重要である。 
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